
 

【参照条文】 

 

○無線局免許手続規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十五号）別表第二号第２ 

22 

(１)～(10) （略） 

(11)  ローカル 5G(設備規則第 3条第 15 号に規定するものをいう。以下同じ。)の無線局であり、地域

社会の諸課題の解決に寄与するものにあつては、受けようとする免許の対象区域における地域社会の

諸課題の解決に寄与する計画及び当該計画が確実に実施される根拠を記載すること。 

(12)～(16) （略） 

 

 

○地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律案（第 217回国会提出法案） 

（固定資産税等の課税標準の特例） 

附則第 15条 （略） 

２～37 （略） 

38 電波法（昭和二十五年法律第百三十一号）第二条第五号に規定する無線局（地域における需要に応

じ多様な主体が開設することができる同号に規定する無線局であつて地域社会の諸課題の解決に寄与

するものとして総務省令で定めるものに限る。）の免許を受けた者が令和七年四月一日から令和九年

三月三十一日までの間に特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律

（令和二年法律第三十七号）第十条第二項に規定する認定導入計画に従つて実施される同法第九条第

一項に規定する特定高度情報通信技術活用システムの導入（同法第二条第一項に規定する特定高度情

報通信技術活用システム（同項第一号に掲げるものに限る。）の適切な提供及び維持管理並びに早期

の普及に特に資するものとして総務大臣が定める基準に適合することについて総務大臣の確認を受け

た場合に限る。）の用に供するために新たに取得した償却資産で政令で定めるもの（機械及び装置、

器具及び備品、建物附属設備（家屋と一体となつて効用を果たすもの（第三百四十三条第十項の規定

により家屋以外の資産とみなされたものを除く。）を除く。）並びに構築物であつて、当該特定高度

情報通信技術活用システムを構成する上で重要な役割を果たすものとして総務大臣が定めるものに限

る。）に対して課する固定資産税の課税標準は、第三百四十九条の二の規定にかかわらず、当該償却

資産に対して新たに固定資産税が課されることとなつた年度から三年度分の固定資産税に限り、当該

償却資産に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の二分の一の額とする。 

39～45 （略） 

 

 

＜参考＞ ※現行制度における関係条文 

○地方税法施行規則（昭和二十九年総理府令第二十三号） 

（政令附則第十一条第二項第一号の倉庫等） 

附則第６条 （略） 

２～81 （略） 

別紙３ 



82 法附則第十五条第三十九項に規定する地域における需要に応じ多様な主体が開設することができる

無線局であつて地域社会の諸課題の解決に寄与するものとして総務省令で定めるものは、無線設備規

則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十八号）第三条第十五号に規定するローカル５Ｇの無線局

（無線局免許手続規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十五号）別表第二号第２注２２（１１）

に規定する地域社会の諸課題の解決に寄与するものに限る。）とする。 

83～96 （略） 


